助成事業完了報告書

 日 本 財 団　　　　                     報告日付： ２０１５年 ４ 月 ９ 日

会　長 　笹　川　陽　平     殿         事業ＩＤ： ２０１３１４６８８１
                                         事業名： 基盤整備

                                         団体名：(一社)日本造船協力事業者団体連合会

                                         代表者名： 会 長  山　口　謙　吉 

                                         ＴＥＬ：０３－５５１０－３１６１

                                         ＦＡＸ：０３－３５０２－５５３３

                                         事業完了日：２０１５年 ３ 月３１日

	事業費総額    　    ５９，７６０，０００円

	自己負担額　　　　　　　　　　　　　　０円

	助成金額　          ５９，７６０，０００円


事業内容
  １. 業界の振興に関する調査研究

　　（１）技能継承の促進

本事業は平成１６年度からスタートし、日本中小型造船工業会内に「造船技能開発センター」が設置され、(一社)日本造船工業会、(一社)日本中小型造船工業会及び日造協の造船関係団体が連携して、研修用カリキュラムや教材開発を進めるとともに、各地域（東日本(横浜)、相生、因島、今治、大分、長崎）において実施する新人研修、専門技能研修等の技能者育成事業サポート、教材等の提供を行った。
（２）情報交換会等

　　　・交流会等ワーキンググループ設立(準備会)　7月19日(金)横浜・ナビオス横浜　　
昨年度の交流会を踏まえ、実施にあたり必要な事項(開催場所、事前情報、参加目的等)を確認した。また、会員企業の人材採用についても厳しい現状と将来について意見交換がされた。
・交流会等ワーキンググループ　　　　9月2日(火)　横浜・ナビオス横浜
7月開催の準備会を経て、ＷＧ参加者を募集し、「日造協ビジネス交流会」「会員企業の人材」について事業内容等を検討した。
     ・昨年度に引き続き会員事業者によるビジネス交流会を開催した。
開催日時 ： 平成２７年２月１９日　
　　　　 　　開催場所 ： 大森東急イン
講演会　１３時３０分～１４時４５分　
森永卓郎　氏（獨協大学経済学部教授・経済アナリスト）
「今後の中小企業のあり方～激動する日本経済を読む」
　　　　　　　　　　　　　交流会　１５時００分～１６時３０分
（３）講習会等開催事業

公益目的継続事業として職長・安全衛生責任者教育、安全管理者研修、リスクアセスメント担当者研修など会員外も受講出来るように開催した。

（４）塗装部会対策

  船舶の建造にかかわる多くの職種の中で塗装工事は造船会社の協力企業に対する依存度が他職種に比べ極めて高く、現場作業の大部分を協力企業が担っている。そのため塗装事業者の業界横断組織である日造協塗装部会が設置され、塗装全般にわたる幅広い事柄について意見交換や調査検討等の諸活動を行っている。
本年度は会員に対し「有機溶剤規則」に関わる、造船塗装の今後の方向性について、講演会を6月5日に開催した。また、出席者による意見交換会を引き続き開催した。
平成27年1月に、全国塗装部会員を対象にした「全面形防毒マスクに関するアンケート」を実施した。このアンケートは、メーカーに少しでも使用しやすいマスクを開発してもらうことを目的として実施した。

アンケートの結果については、マスクメーカー２社による分析の後、平成27年度中に機関誌、ブログ、塗装部会等で報告を行うこととしている。
    （５）企画部会対策

本部会は、造船協力事業者間、特に若手経営者による交流、研鑽の場として運営され、情報の収集、企画部会会議に合わせアンケート調査の実施、部会誌の発行等を行っている。本年度の活動内容は以下のとおり。また、部会長が髙畠裕一氏から長畑太茂氏に交代した。
（活動内容）
6月20日
第１回日造協企画部会開催
場所   大森東急イン（東京）

見学
JAL整備工場
11月14日　 第2回日造協企画部会開催
　　　　　 場所　　大阪第一ホテル（大阪）
講演1 　造船分野における外国人造船就労者の受入に係る
造船特定活動等について
　　      国土交通省海事局船舶産業課海外事業
戦略企画調整官 　　　塩入　隆志　氏
講演2　 外国人技能実習生の導入に向けて
　　　    フレンズ協同組合　　　 岡野　修身　氏
　　（６）造船協力業の実態調査

日造協会員所属企業の経営実態等を把握し、今後の業界対策の資料とするため以下のとおり実態調査を実施した。
 調査内容
①売上高の推移、②人員数の推移、③設備投資、④平成２７年度景気見通し、
⑤前年度に利用した税制措置について、⑥労災保険の加入状況について
　　（７）会員の新規入会促進

　 　　      新規加入促進について引き続きＰＲ等を行っている。当会の事業を理解してもらうために事業体験などの提供を行っているが、今年度は賛助会員として㈱ヤマニシが新規加入した。なお、IHI愛知協力会については、現時点では各事業者の合意が得られず入会に至ってない。

　　（８）政策研究

引き続き日造協の中期方針の実施状況について意見交換やフォローを行った。
　　　平成27年度第1回　　平成27年　3月12日開催　　第一ホテルアネックス（新橋）
　　　議事　１．講演会「造船業の動向」（国土交通省海事局　大坪産業船舶課長）
　　　　　　２．「日造協中期方針２０１１」の実施状況について
２．日造協団体災害補償制度

　　　　  年度を通じて各地で説明会等を行ってきた。当連合会の団体契約による労災の上乗せ保険で、加入社数が増加するにつれ割引率が大きくなり、加入企業にとっては年間の保険料の負担が大きく軽減され経営安定に寄与している。年度末加入状況は１０２社契約となり団体割引率が２０％となっている。
　３．税制に関する要望、融資の指導業務
　　 （１）税制に関する調査・要望

平成２６年度も国土交通省海事局の依頼を受けて、会員及び会員所属企業へ「造船業・舶用工業に関する税制の利用状況調査」を実施した。
　　 （２）融資の指導業務

　　　　 日本財団が競艇の収益金によって実施する２０１４年度造船関係事業資金について会員企業へ周知するとともに手続き等の指導を行なった。

　　　　　
　
 ４．その他
　　 （１）機関紙発行

機関紙「日造協」は毎月１回発行（5,500部）しており、日本財団の助成事業、当連合会の事業進捗・成果、行政及び諸団体関係の活動や情報を掲載している。

　　 （２）業界誌広告掲載

　　　　  当連合会会長は業界誌各誌の記者と１１月１３日に合同会見を行い、会員の現状および問題点等について意見を述べ、各誌に会見内容が記載された。また、業界誌６社の「海の日特集号」、「新年特集号」に当連合会の広告を掲載しＰＲを行った。

　　 （３）ホームページの整備
　　　　 情報公開を目的として開設しているホームページを更新等した。また、日本財団ブログ「ＣＡＮＰＡＮ」に「安全ひろば」を開設し当連合会の事業をタイムリーに広報した。

（４）表彰に関する業務

　　　　会員及び会員所属企業の適格者を関係官庁等へ推薦した。

　　　　２０１４年度は、「海の日」国土交通大臣表彰２名、運輸局長（運輸監理部長）表彰８名、支局長表彰２名の方々が受賞し各者に記念品を贈呈した。

　

  　（５）総会行事開催

　　　　一般社団法人への移行後、初の定時総会を２０１４年６月５日にKKRホテル東京で開催した。会議終了後は「経営環境の変化にどう対応するか」と題して、都築幹彦　氏（元ヤマト運輸㈱取締役社長）の講演会を開催した。
(６）先進国型シップリサイクル

　　　　船舶解撤企業協議会総会（６月１８日）において、国交省海事局　上園国際業務室長から「シップリサイクル条約の動向」について講演をいただき、意見交換を行った。
　  （７）要望書等
　　　昨年度より検討している外国人労働者の規制緩和について海事振興連盟、国土交通省、造船工業会等と足並みを揃え、業界の人材不足への対応策の一助となるべくその実現に務めた。
○「外国人造船就労者受入事業に係る合同説明会の開催」・５ケ所
（国土交通省海事局、（一社）造船工業会、(一社)中小型造船工業会と合同）
　
　　　　　＊外国人技能実習制度の拡充については、５月２８日に開催された海事振興連盟正副・会長顧問会議に要望書を提出するなど活動してきたことにより、６月２４日に閣議決定された「日本再興戦略改訂2014」及び「経済財政運営と改革の基本方針2014」（所謂　骨太の方針）に外国人材の活用が明記された。
業界の人材不足への対応策として、外国人研修生の規制緩和について海事振興連盟の総会に意見を提出した。
	


事業目標の達成状況：

１、造船協力事業者の安全衛生意識の向上と災害防止については、造船所内が複数職種による同時進行の作業を行う環境であるため、安全確実な作業の実現に向けて個々の企業はもとより全体で連携して取り組み安全衛生の向上を目指す。
〇　安全衛生においては、基本的な安全知識を習得させる必要があり、昨年に引続き「安全に関する指導者の育成」、「ノウハウの継承問題」が重要課題である。

技術・技能の伝承に造船各社が取組んでいるが、安全衛生という側面では生産性向上が直接見えないこともあり、取組みが十分に行われているとはいえない。安全に対するノウハウは技術・技能と同様、伝承されていないことで、同様の災害が繰返し発生しているといえる。２６年度も造船の現場作業の過去の災害事例をもとに、多発する種類の災害を実際に再現実験した出張型の教育「災害再現実験教育」で現場作業と同等の状況で、受講生にわかりやすい教育を実施している。この教育は造船所等の現場で実施が可能、１日で６０～７０名程度の受講可能となっている。このような出張型の教育は、参加者や企業の負担を軽減するように考えられている。
また、日本財団助成事業の安全衛生アドバイザー相談会も、現場の安全衛生状況を専門家の視点から助言してもらうことに加えて、マニュアルに出来ない災害時の対処法などの相談にも乗っている。同時に進めている「次世代の安全のプロを養成する育成システム」（徒弟制度）も順調に推移している。
２、企業の経営基盤の安定を図るため労災の上乗せ補償として、独自の共済システム・上乗せ保険システムへの加入者促進を行い、災害時の補償の充実と団体割引による経費削減をめざす。
　　〇　団体災害補償制度については、当連合会の会員所属企業のような中小企業での労働災害発生時の負担は、企業の経営状態を圧迫するものであるため、日造協団体災害補償制度に加入することで経費負担を削減でき経営の合理化に役立っている。契約企業は２６年度末には１０２社となっている。この制度については加入者数のメリットを生かすことで、所属企業の合理化に役立つものと認知されており、今後も拡大を図っていく。

３．造船協力業界の基盤強化を図るため、新規会員の入会促進を行い、国内の造船協力事業者の加入をめざす。

〇　現在、会員メリットを知ってもらうため、未加入の協同組合、協力会に対し本会の事業を体験してもらうなどアピールを行っている。４月㈱ヤマニシが賛助会員として加入した。
４．造船協力企業の経営合理化については、情報の収集、分析及び活用に関するシステムの運用、維持改善を行い、中小企業が大多数を占める造船協力事業者の経営戦略づくりのサポートを行う。
　
〇　実態調査において造船協力業の実態を把握し、会員企業に実態調査報告書としてフィードバックが行われた。会員企業は現況の目安として活用、今後の資金や設備投資などの参考としている。

　　
〇　日本財団の融資指導業務においても会員企業が条件の良い借入ができたことで、企業の経営の合理化の一策となっている。業界全体が設備の更新が多く、有利な融資は造船協力業界を維持出来る要因の一つである。

         第１回運転資金は２８件、融資決定額２１億２８，５００千円、第２回運転資金は２７件、融資決定額１６億２０，０００千円であった。また、第１回設備資金は０件、第２回設備資金は１件、２０，０００千円であった。

５．技術の向上、技能の伝承については業界独自に改善・向上を模索しながら他団体等との連携のもと、この実現を目指す。

〇　造船業の技能の継承、技能者育成を支援するための人材育成事業に造船３団体が連携して取組み、委員会・分科会等において、支援方針、研究内容、教材整備等を精力的に進めている。新人等研修、専門技能研修（ぎょう鉄、溶接･切断等）を１７年度より引続き支援している。今年度も6カ所の研修センターにおいて4月より新人技能研修等を行った。
　６．造船協力事業者同士の情報交換、啓蒙活動を総会後の講演会、機関紙等を通じて実現していく。
　　〇　各部会において安全に対する規制強化への対応について全国規模で情報交換や、職種の専門的な管理者研修、会員の抱えている問題などの意見交換を事業者同士が行う機会をもうけている。
今年度は東京において会員企業によるビジネス交流会を開催し、交流の無い事業者同士のビジネスの機会を設けた。また、交流会開催にあたり獨協大学教授　森永卓郎氏に「今後の中小企業のあり方～激動する日本経済を読む」と題して講演会を開催した。機関紙においても各種の活動紹介を行い日造協のＰＲに努めている。
７．税制に関する要望

○ 自由民主党、国土交通省海事局の依頼で関係先へアンケート調査を行った。
	　


事業成果：

　　成果物

· 「日造協実態調査報告」
· 機関紙
・総会講演会（機関紙　記事）
・海の日表彰者リスト
収支決算書：

       平成２６年度仮決算報告書を別紙のとおり添付します。

                                                                       以 上

